
 
令和 6 年度 Izu you（移住）デジタル広告配信業務委託（仕様書）（案） 

 
 
１．業務名 

令和 6 年度 Izu you（移住）デジタル広告配信業務委託 
 
２．業務目的 

本業務は、伊豆市外在住のＵＩＪターンに興味関心のある者および市内在住者に対し
て、様々な情報発信手法の中から、最も有効であるものを活用してプロモーションを行う
ことにより県内トップクラスである伊豆市の子育て支援における魅力を発信し移住・定
住人口の増加を推進することを目的とする。 

 
３．本業務における主なターゲット 

伊豆市内外在住の子育て支援に興味関心のある者のうち、特に２０代から４０代の子
育て世帯を主なターゲットとすること。 

 
４．委託期間 

契約締結日の翌日から令和 7 年 3 月 21 日まで 
 
５．業務内容 
（１）情報発信業務 

伊豆市の認知度を高め、子育て支援策の充実を効果的に情報発信するための企画を提案
すること。伊豆市内外在住の子育て支援に興味関心のある者に対して、伊豆市の子育て支
援制度や地域の特徴などを効果的に情報発信するための企画を提案すること。（①及び②
は必須） 
 
① ウェブサイト制作・運用業務（ランディングページ制作） 

テーマに沿うようなウェブサイトを制作し、各市場の潜在伊豆市関心層及び移住関心
者等のサイト来訪意欲を喚起すること。なお、伊豆市の子育て支援策の充実や地域の特徴
をイメージできるような写真や記事を掲載すること。また、計測が可能な Google アナリ
ティクス 4 を設定すること。市の資産となるようデータが蓄積できる設定を行うこと。 

 
② プロモーション業務 

移住検討者や関心層に有効なプロモーションを実施すること。その際 Instagram の活
用や Google 広告の活用は必須とする。また、プロモーションでは可能な範囲でリマーケ



ティングリストを獲得し市にデータを納品できる設計とすること。デジタル広告を実施
する際は可能な限り下記の工夫を施すこと。 
・広告価値毀損の課題「ビューアビリティ※１」「アドフラウド※２」「ブランドセーフテ
ィ※３」については、伊豆市に対する透明性を確保の上確実な対策を行うこと。  

 
※１ ビューアビリティ：広告が実際に閲覧可能な状態で表示されているか。  
※２ アドフラウド：広告が"機械"ではなく、"人"に対して表示されているか。  
※３ ブランドセーフティ：広告が適切なサイトやコンテンツに表示されているか。 

 
プロモーションでは可能な範囲でリマーケティングリストを獲得し市にデータを納品で
きる設計とすること。また、プロモーションの KPI は提案者が設定すること。（PV 数や
視聴回数もしくは同等の効果が得られるものとする） 

 
③ その他（自由提案） 

ＷＥＢ／ＳＮＳ広告の出稿等、上記①②以外の効果的な手段を活用して情報発信を行
う。 
 

（２）上記業務の効果測定及び報告 
動画閲覧・広告配信やウェブサイトの閲覧状況等について、ウェブサイトの閲覧回数、

広告の表示回数、動画の視聴回数、閲覧者・視聴者の属性（年齢、地域、特性等）等を
動画からのサイト誘導状況等を分析しながら、定期的かつ伊豆市の求めに応じて報告
するとともに、ターゲティングの変更、絞り込み等改善策を伊豆市と協議の上、実施す
ること。 

広告配信完了後に、事業の結果分析及び今後の展開について改善提案を盛り込んだ
「分析結果報告書」を、速やかに提出すること。 

 
６．協議及び報告 

本業務の受注者は、発注者と緊密な連絡に努め、必要に応じて協議を行うこと。 
また、業務の進捗に応じて、定期的に発注者に対して報告を行うこと。 

 
７．成果品 

事業完了後速やかに、以下のものを提出すること。 
（１）実績報告書（Ａ４判カラー） １部及びデータ一式（CD-R 等） 
（２）その他実施したプロモーション業務の内容が確認できる資料 

 
 



８．著作権について 
（１）コンテンツの著作権は、原則としてすべて発注者に帰属するものとする。 

コンテンツは二次利用することがある。 
（２）著作権・肖像権等に関し、権利者の許諾が必要な場合は、受注者は必要な権利 

処理を行うものとする。なお、著作権・肖像権等に関してなんらかのトラブルが 
生じた場合、受注者の責任において処理するものとする。 

 
９．その他 

（１）本業務の実施にあたって、撮影が必要な場合は、事前に管理者等に撮影及び配信
等の許可を得ること。 

（２）本業務の実施にあたっては、関係法令等を遵守すること。 
（３）本仕様書に定めのない事項及び本仕様書に定める内容について疑義が生じたと

きは、発注者と受注者が協議の上、決定することとする。 
（４）本仕様書に明示のない事項にあっても、社会通念上当然必要と思われるものにつ

いては本業務に含まれるものとする。  


